
特別会計の種別 歳入決算額 増減率
（対前年度比） 歳出決算額 増減率

（対前年度比）
国 民 健 康 保 険 46億1,993万円 0.6% 44億463万円 △0.9%
東 根 財 産 区 215万円 5.9% 77万円 42.6%
介 護 保 険 45億6,576万円 4.8% 43億3,572万円 4.3%
市 営 墓 地 565万円 7.4% 325万円 151.9%
後 期 高 齢 者 医 療 5億5,932万円 △0.5% 5億5,561万円 1.6%

企業会計の種別 収入決算額 増減率
（対前年度比） 支出決算額 増減率

（対前年度比）
水 道 事 業（収益的） 12億947万円 0.1% 9億4,771万円 △4.8%
水 道 事 業（資本的） 5,632万円 29.7% 5億989万円 △9.8%
工 業 用 水 道 事 業（収益的） 2億3,222万円 3.1% 1億7,712万円 1.4%
工 業 用 水 道 事 業（資本的） 0円 － 1,744万円 △3.8%
公 共 下 水 道 事 業（収益的） 14億5,661万円 △3.2% 14億2,614万円 △1.9%
公 共 下 水 道 事 業（資本的） 8億1,895万円 △14.2% 11億3,484万円 △6.8%
※資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、損益勘定留保資金、消費税および地方消費税資本的収支調整額で補てんしました。

指　　　標 項　目　の　説　明 令和３年度 令和２年度
（東根市）東根市 県内13市平均

財政力指数 地方公共団体の財政力を示す指数。１に近い、または１
を超えるほど財政に余裕がある。 0.65 0.52 0.68 

経常収支比率（％）
地方税や地方交付税などの経常的な歳入に対し、人件費
や公債費などの経常経費の占める割合。この比率が低い
ほど財政に弾力性がある。

84.0 86.6 93.3 

実質公債費比率（％）
これまで借り入れたお金の返済額などの水準を計る指標。
18％以上で起債（市債を発行すること）に許可が必要と
なり、25％以上で一部の起債が制限される。

7.5 7.7 7.1 

将来負担比率（％）
公営企業、土地開発公社などを含めた将来負担すべき負
債を、一定の基準で算出した地方公共団体ごとの財政規
模で除した割合。350％以上で早期健全化策が求められる。

7.6 56.6 13.5 

東根市の数値は、県内平均と比較しても健全な数値となっています。

 市民１人当たりに換算すると…　令和４年３月31日現在の人口　47,777人で算出

 特別会計（特定の歳入があり、一般の歳出と区別する必要がある事業の場合に設置される会計）

 企業会計（原則として、提供するサービスに対する料金収入で運営される会計）

 特別会計・企業会計の決算の特徴

 指標で見る財政事情

　市民１人当たりの行政サービスにかかったお金

　　　53万3,289円（昨年度61万9,800円）
市民１人当たりの一般会計歳出額の内訳▶

教育費
５万6,124円
10.5%

総務・議会費
11万9,003円
22.3%

その他
8万9,760円
16.8%

土木費
４万5,205円
 8.5%

民生費
 18万2,609円
34.3%

公債費
４万588円
 7.6%

◆国民健康保険特別会計　　 １人当たりの医療給付費は増加しているものの、財政主体となる山形県へ支払う納付金が減少し
たことから、事業全体の歳出決算額は対前年度比で減少となりました。

◆介護保険特別会計　　　　 介護給付費が微増となっています。昨年度の全体事業費の減少や､ 介護給付費の伸びが小さかっ
た影響により基金積立金､ 国への償還金が増加しました。

◆水道事業会計　　　　　　 収益的収支は、対前年度比で給水収益がほぼ横ばい、維持管理に係る費用は減少、また資本的収
支では、加入金の収入が減少し、施設改良に伴う費用も減少しました。

◆公共下水道事業会計　　　 収益的収支は、対前年度比で下水道使用料が微増、維持管理に係る費用は減少、また資本的収支
では、建設改良債などの収入が減少し、管路建設・改良に伴う費用も減少しました。

●お問い合わせ　財政課財政係　℡内線3135
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項　　目 項　目　の　解　説 決算額 増減率
（対前年度比） 構成比

市 税 市民の皆さんに納めていただいた市民税や
固定資産税など 68億5,935万円 0.6% 25.7%

繰 越 金・繰 入 金・
寄附金・諸収入など

前年度からの繰越金や基金からの繰入金、寄
附金、使用料、手数料、負担金、そのほかの収入 51億1,380万円 △3.5% 19.2%

自主財源（＊）の合計　　 119億7,315万円 △1.2% 44.9%

地 方 譲 与 税 な ど 国の税金から一定の基準に従って譲与・交
付されたお金 17億8,996万円 19.1% 6.7%

地 方 交 付 税 市の財政状況に応じて、国の税金から交付
されたお金 45億521万円 19.6% 16.9%

国・県 支 出 金 市の事業に国や県から交付されたお金 59億1,834万円 △40.6% 22.2%

市 債 市が公的機関や銀行などから借り入れたお金 24億8,991万円 △11.8% 9.3%

依存財源の合計　　 147億342万円 △18.6% 55.1%

歳入（自主財源＋依存財源）の合計　　 266億7,657万円 △11.6% 100.0%
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項　　目 項　目　の　解　説 決算額 増減率
（対前年度比） 構成比

議 会・総 務 費 議会の運営や安全安心なまちづくり、市の
全般的な事務に使われたお金 56億8,563万円 △41.2% 22.3%

民 生 費 子どもや高齢者など、主に福祉に使われた
お金 87億2,450万円 23.8% 34.3%

衛 生 費 健康を守ることや、ごみの処理などに使わ
れたお金 19億9,815万円 27.6% 7.8%

農 林 水 産 業 費 農林業の振興などに使われたお金 6億2,765万円 △2.8% 2.5%

商 工・労 働 費 観光振興や商工業の発展、労働者福祉など
に使われたお金 9億7,258万円 △22.6% 3.8%

土 木 費 道路や橋、公園などに使われたお金 21億5,976万円 △14.1% 8.5%

消 防 費 消防活動や救急活動に使われたお金 6億8,808万円 4.1% 2.7%

教 育 費 小中学校や公民館、文化活動などに使われ
たお金 26億8,145万円 △34.5% 10.5%

災 害 復 旧 費 被災した公共施設などの復旧に使われたお金 201万円 △96.2% 0.0%

公 債 費 借り入れたお金の返済に使われたお金 19億3,918万円 △1.8% 7.6%

歳出の合計　　 254億7,899万円 △13.6% 100.0%

＊税など市が自主的に調達した財源をいいます。

 一般会計（歳入合計266億7,657万円　歳出合計254億7,899万円）

 一般会計決算の特徴

　令和３年度の一般会計と特別会計の決算が９月議会で承認されました。市民の皆さんに納めていた
だいた税金などがどのように使われ、市の財政が運営されているのか、その概要をお知らせします。

令和３年度決算の概要をお知らせします

歳 

入

歳 

出

◆特別定額給付金事業費補助金の約48億円の減により、国・県支出金が減額となりました。
◆普通交付税や豪雪に係る特別交付税の増により、地方交付税が増額となりました。
◆神町小学校改築事業の完了に伴い、市債が減額となりました。

◆総務費は、特別定額給付金事業の約48億円の減により、大幅な減額となりました。
◆民生費は、ひがしねこども園整備事業や子育て世帯などへの給付金事業などにより、増額となりました。
◆衛生費は、新型コロナウイルスワクチン予防接種事業の実施により、大幅な増額となりました。
◆教育費は、神町小学校改築事業やGIGAスクール整備関連事業が完了したことに伴い、減額となりました。
◆災害復旧費は、令和２年７月豪雨関連災害復旧事業が完了したことにより、大幅な減額となりました。
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